






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































利益（ein überrangendes Interesse der Allgemeinheit）をもたらすことで正当化する
場合には、連邦経済エネルギー大臣は許可を与えることができる制度を規定する。同
項には、当事会社の外国市場における競争力を考慮しなければならないことと、当該
企業結合による競争制限の規模が市場経済秩序（marktwirtschaftliche Ordnug）を危
うくしない程度のものである場合にのみ許可されるものであることが付記されてい
る。運用実績として、1973年から2015年の間に、22件の申請があり、そのうちの９
件（負担条件付きを含む）に大臣許可（Ministererlaubnis）が付与された。この制度
は、企業結合規制における専門的判断（競争制限効果と競争促進効果の比較衡量）と
政治的判断（競争的要因と非競争的要因の比較衡量）の２段階の過程を混同しないよ
うにその判断基準と判定機関の責任を手続法的に明確に区分したものと評価される。
しかし、大臣許可の制度は、企業結合規制を導入するGWB改正（1973）の実現に際
して、当時の産業界の反対を和らげるための方策の一つという妥協の産物という側面
があった。したがって、大臣許可の前に独占委員会の見解を徴することになっている
（GWB42条４項）が、大臣許可の事案が政治的判断であることから、その是非につい
105独占禁止法における「公共の利益」論（鈴木）
て政治的な議論が絶えない状況が今日まで続いていることで、実体法上の論理性に欠
けるきらいがあって、企業結合規制において競争制限効果と他の公益との比較衡量を
行う反公益要件の検討の場には持ち出しにくい。
 （本学法科大学院教授）
